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第４章 鹿児島市産業連関表による経済効果分析��� 経済効果と算出方法��� 篤姫館の経済効果
第５章 おわりに��� 鹿児島市産業連関分析からの一考察
参考文献等��� ������� �������������
現在, 地方分権の推進に伴い, 地域の役割はより広範で深いものになっている｡ ｢地方にできる

ことは地方に｣ という原則にしたがい, 地域経済政策の立案も各地域自身において, 主体的に取り

組むことが求められている｡

しかし, 地域を取り巻く環境は厳しい状況である｡ 少子高齢化の進行に伴う地方自治体の財政圧

迫, 情報化社会の深化やモータリゼーションの拡大による産業構造や流通の変化, また産業の空洞

化による地域の雇用確保の難しさ等, 社会状況は著しく変化し続けている｡

このような状況に対応していくためには, 地域は持続的に発展することのできる強靭な体力を得

て, 自立することが望まれる｡ そこで必要なものは, 各地域の固有の資源や強みを活かした地域活

性化政策の実施である｡ 具体的には, 財やサービスの生産・販売によって地域外から所得を獲得し,

その所得を地域内で循環させることが必要であろう｡ そのためには, 地域経済の循環を把握・分析

することで地域経済活性化を牽引できる基盤産業を明らかにし, 政策に反映していくことが重要で

ある３｡

地域経済の循環を把握するのに最も優れたマクロ経済統計として, 産業連関表が挙げられる｡ 産

業連関表とは, 一定の地域内で一定の期間 (通常１年間) に, 各産業の財・サービスがどのように

産業の生産活動, 家計の消費, 地域外等に需要されたかという取引相互依存関係を統一的に把握し,

一覧表に示したものであり, 地域の産業規模や構造を明らかにすることができる｡ また, 産業連関

表から算出される各種係数を用いて, 産業の機能面の分析や, 経済波及効果の計測・予測等を行う

ことができる｡ このように, 産業連関表を用いた地域経済分析は, 政策ニーズの基礎となるデータ

の将来予測や政策効果の計測, 政策選択の評価データを提供することができ, 地域政策形成におい

て有効な分析手法といえる｡
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―�―３ 岡山県赤坂町 (現赤磐市) では, 町内・町際取引表を作成し, 地域経済循環構造を定量的に把握した｡ その
結果, 農業を基盤産業と位置づけ農業振興に力を入れ, 地域活性化の効果を得ていた｡
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産業連関表は, 国においては６省庁の合同作業として昭和��年から, 全県においては平成２年か
ら, ５年ごとに産業連関表が作成されており, 様々な政策に活用されている｡ また, ほぼ全ての政

令指定都市においても, 独自に産業連関表の作成を進めており, 産業連関表が有効な分析ツールと

して認知されているといえる｡ しかし, 政令指定都市以外において, 地域産業連関表を公表してい

る市町村はごく一部であり４, 地域経済分析の重要性が高まる中, 各地方自治体において地域産業

連関表の作成は急務といえるだろう｡��� ����������������
地域産業連関表作成に係る先行研究としては, 土居・浅利・中野 [����], 本田・中澤 [����]
があげられる｡ 他にも, 政令指定都市においては, 札幌市, 千葉市, 横浜市, 福岡市の報告書の中

で, 地域産業連関表の作成方法が示されており, 参考になる資料である｡

また, 地域産業連関表を作成し, 地域経済分析を行った先行研究としては次のものが挙げられる｡

浜松信用金庫は浜松市の産業連関表を作成し, プロジェクトの経済波及効果を計測する等, 自地域

の地域経済に関する客観的な分析を行うための分析ツールとして位置づけている｡ 四国経済産業局

においては, 四国に８つの都市圏を設定し, それぞれの都市圏の地域産業連関表を作成した｡ 地域

経済循環に着目した構造分析を行い, 産業振興の展開指針を得ている｡ 他には, 日吉・他 [����]
ではつくば市, 今西 [����] では深川市, 栗山・他 [����] では石巻市など, それぞれの地域にお
いて, 地域産業連関表が作成され, 地域経済分析の手法の一つとして取り入れられている｡ このよ

うに, 金融機関や研究者等によって, 地域産業連関表の作成及び活用は, 様々な地域で加速してい

る｡

しかし, 簡便で汎用性の高い地域産業連関表の作成方法が未だ確立されていないことから, 地域

産業連関表の作成が, 一部の金融機関や研究機関, 研究者に留まっていることは, 大きな課題であ

る｡ 地域産業連表作成のノウハウを持たない地域においては, 金銭的・時間的なコストを要する地

域産業連関表作成に二の足を踏むという現実がある｡ 地域分析の有効なツールである産業連関表は,

市町村の行政職員をはじめ, 地域に係る多くの人々が利用し, 活用していく必要がある｡ そのため

には, 既存の統計資料を活かした, 簡便で汎用的な地域産業連関表の作成手法を明らかにし, 地域

産業連関表の活用方法を示すことが重要である｡��� ���������
本論文の目的は, 鹿児島市産業連関表作成を事例として簡便で汎用的な地域産業連関表作成の方

法を示し, 加えて, 作成した鹿児島市産業連関表を用いて鹿児島市経済の分析を行うことである｡

今回, 対象を鹿児島市とした理由は次の２つである５｡

第１に, 鹿児島市は, 南九州において, 政治・経済・文化などが集積した中核都市である｡ 地理

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析

―�―４ 釧路市, 旭川市, 舞鶴市, 姫路市は, 作成した産業連関表をホームページ上で公表している｡
５ 鹿児島市企画部 [2005] 参照｡
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的には日本の南に位置し, 古くから物流の窓口としての役割を果たしてきた｡ さらに, 陸の玄関口

である鹿児島中央駅や, 離島航路等の発着拠点である鹿児島港を有するとともに, 空の拠点である

鹿児島空港とは九州縦貫自動車道により短時間で結ばれているなど, 陸・海・空の交通結節点となっ

ている｡ 経済の面においては, 第３次産業が約８割を占め, 卸小売業, 金融, サービス業など商業・

業務機能の集積が高い都市である｡ 鹿児島県内においても, 商業販売額が約６割を占めるなど, 大

きな影響力があるといえる｡ 加えて, 行政, 教育・文化施設も整備され, 物やサービスだけでなく,

人の交流拠点都市としての役割も持っている｡

第２に, 鹿児島市は様々な変革期に直面している｡ 行政区分においては, 平成��年��月, 鹿児島
市は隣接する吉田町, 喜入町, 桜島町, 松元町及び郡山町との市町村合併により, 新鹿児島市となっ

た｡ 新鹿児島市の人口は��万人を超え, 鹿児島県の人口の３分の１以上を占めることとなった｡ ま
た, 都市機能の強かった鹿児島市の特色に加え, 第１次産業の就業者数や生産額が約２倍になるな

ど, 産業構造も変化している｡ 経済状況においても, 大型商業施設の出店が相次ぎ, 天文館を中心

とした人や物, 資金の流れにも変化が生じている｡ 域外資本の急増は, 地域で循環していた財やサー

ビス, 資金が域外へ流出する要因となりうる｡ さらに, 平成��年には九州新幹線の全線開通を控え,
ビジネスチャンスの拡大や観光の更なる振興などの期待も高まる一方, 福岡へのストロー現象も懸

念されているところである｡

このように, 鹿児島市は鹿児島県内だけでなく, 南九州においても大きな役割を持つ都市である｡

しかし, 鹿児島市経済に関する定量的な分析は少なく, また, 鹿児島県と鹿児島市の産業構造は大

きく異なることからも, 鹿児島市産業連関表の作成と利用は, 大きな意義があると考える｡��� ����������������� ��������������
地域産業連関表の作成方法としては, 次の２つに分類することができる｡

①既存の統計資料から推計により作成するノンサーベイ法｡

②ノンサーベイ法に照会やヒアリング等の実態調査を組み合わせたサーベイ法｡

①のノンサーベイ法としては, 土居 [����] や本田・中澤 [����], 朝日 [����] などにより説
明されている｡ ②サーベイ法は, 地方公共団体による地域産業連関表作成において採用されている｡

千葉市や横浜市, 大阪市, 北九州市, 福岡市などは特別調査を行い, その結果を産業連関表作成に

使用している６｡ ただ, 調査を通じて得られた結果がどのように地域産業連関表に反映されている

かは明らかにされていない｡

今回は, 実態調査を実施するコストや制約を考慮し, ノンサーベイ法を用いて鹿児島市産業連関

表を作成することとした｡ 一般的に利用可能な統計資料を用いた地域産業連関表作成のフレームワー

経 済 学 論 集 第 �� 号
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クを確立することは, 今後, 鹿児島県内の鹿児島市以外の地域産業連関表作成の一助になるであろ

う｡

以下では, 平成��年鹿児島市産業連関表 (���部門) の作成方法を, ノンサーベイ法に基づく先
行研究に基づき具体的に順を追って説明を行う｡ 主に, (１)－(５) の手順となる｡

(１) 産業別市内生産額の推計

基本的には, ベースとなる鹿児島県産業連関表の産業別生産額に分割指標を掛けることにより推

計する｡ ここで推計された産業別市内生産額が産業連関表の大枠を決定し, さらに産業別市内生産

額から中間需要額や粗付加価値額を求めていくため, 産業別市内生産額の推計は大変重要な作業で

ある｡

また, 地域の独自性を表すためには, 出来る限り細かく産業を分類する必要がある｡ 今回は, 統

計の制約も考慮し, 鹿児島県産業連関表の中分類に合わせた���部門の鹿児島市産業連関表を作成
する｡

ベースとなる鹿児島県産業連関表は, 平成��年のものが既に公表されおり, 平成��年の産業連関
表は平成��年度に公表予定とされている｡ より最新の鹿児島市産業連関表を作成することが望まし
いが, 鹿児島県産業連関表をベースとしながら推計することを考えると, 基本的には平成��年の鹿
児島県産業連関表を使用しながら, 一部平成��年の鹿児島県産業連関表を推計したデータを用い,
平成��年の鹿児島市産業連関表を作成することが適切であると考えた｡ よって, 平成��年の鹿児島
県産業別生産額に, 鹿児島県 ｢事業所・企業統計調査｣ の就業者数の平成��年と平成��年の割合を

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析
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(１) 市内生産額 (Ａ) の推計

(２) 中間投入 (Ｂ) の推計

(３) 粗付加価値 (Ｃ) の推計

(４) 最終需要 (Ｄ) の推計

(５) 移輸出入 (Ｅ) の推計

���� ������������
(Ｂ)
中間需要

(Ｄ)
最終需要

(Ｅ)
移輸出入

(Ａ)
生産額

(Ｂ) 中間投入 ２ ４ ５ １

(Ｃ) 粗付加価値 ３

(Ａ) 生産額 １

(出所) 著者作成
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乗じ, 平成��年の鹿児島県産業別生産額を推計した｡ 計算式は次のとおりである｡
鹿児島県生産額(���)＝鹿児島県生産額(���)×(���就業者数÷���就業者数) (���)
これより, 生産額推計を具体的に行っていく｡ 今西 [����] の表２を参照した, 生産額推計シー
ト (図���) を利用しながら推計を進めていく｡ ローマ数字 (Ⅰ)～(Ⅳ) の順にデータ入力を行う

ことにより, 産業別市内生産額の第１次試算値を得ることができる｡

(Ⅰ) 先に推計した平成��年鹿児島県生産額のデータを入力する｡
(Ⅱ) 鹿児島市生産額の推計を行うために, 分割指標となる基礎統計値を入力する｡

市町村レベルにおいて詳細な産業別データを得ることは非常に難しい｡ ｢工業統計調査｣

は製造業に関して, 製造品出荷額は在庫品, 賃金など非常に詳細なデータを記載している｡

そのため, 地方公共団体の地域産業連関表作成においては, ｢工業統計組替結果｣ を何らか

のかたちで利用している｡ ただし, この ｢工業統計組替結果｣ は総務省に利用申請しなけれ

ばならず, 今回は利用できない｡ また, 現在公表されている市町村の ｢工業統計調査｣ は産

業中分類であり, それ以上の詳細なデータを手に入れることが難しい｡ 加えて, 市町村レベ

ルでの ｢工業統計調査｣ の結果は, 隠匿項を多く含むため今回は採用しなかった｡

そのため, データの一般的な利用可能性を考慮し, 基本的には, ｢事業所・企業統計調査｣

の産業別就業者数の鹿児島県と鹿児島市の就業者割合を分割指標とした｡ ｢事業所・企業統

計調査｣ を分割指標として使用するにあたり, 注意をしなければならない点は次のとおりで

ある｡

第１に, ｢事業所・企業統計調査｣ の産業分類は, 日本産業標準分類による産業分類が採

用されている｡ そのため, 産業連関表の産業分類に組替えを行う必要がある｡ 本田・中澤

[����] の付表２に平成７年のデータを用いた組替えの方法が詳細に記されているが, 平成��年度に日本産業標準分類が改定されているため, そのまま利用することができない｡ その
ため, 本田・中澤 [����] の付表２を ｢平成��年調査の産業分類対応表｣ を参考に再集計し,
さらに ｢産業連関表基本分類―日本産業標準分類対比表｣ を参考に, 産業連関表の産業分類

に組替えを行った｡ 組替え結果は本論��頁図���のとおりである｡
第２に, ｢事業所・企業統計調査｣ は５年ごとの調査であり, 平成��年は調査年ではない｡
そのため, 平成��年と平成��年のデータを線形補完し, 平成��年のデータを推計した｡
第３に, ｢事業所・企業統計調査｣ のデータは, ｢民営｣ および ｢国・地方公共団体｣ をあ

わせた全事業所データを採用している｡ これは, 産業連関表の産業分類には民営企業の活動

ばかりでなく, 公営企業の活動も一部含まれているからである｡

このように, 多くの部門については ｢事業所・企業統計調査｣ のデータを使用し, 分割指

標を作成したが, より実態に沿った統計結果がある部門に関しては, 別の分割指標を用いた｡

平成��年のデータが存在しない場合は, 直近のデータを線形補完することで平成��年のデー
タを推計する等, できる限り正確な分割指標を作成することに努めた｡ 分割指標として用い

た統計は, 図���鹿児島市生産額推計シートのとおりである｡

……………
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(出所) 今西 [����] ��頁表２を参照し著者作成
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(Ⅲ) 鹿児島市生産額を求める計算式は以下のとおりである｡

鹿児島市生産額＝鹿児島県生産額× (鹿児島市統計値÷鹿児島県統計値) (���)
このようにして, 図���における部門���から���までの部門における鹿児島市生産額は推計
することができた｡

(Ⅳ) 事務用品部門は, 各産業が一般的かつ平均的に事務用品を投入するものを範囲とし,

また分類不明部門はほかのいずれの部門にも属さない財・サービスの生産活動を範囲として

いる｡ よって, この２部門の生産額は次の手法により求めた｡ 事務用品および分類不明部門

を除く市内生産額で中間投入及び付加価値を求め, その中間投入の行和を, 第１次の事務用

品及び分類不明部門生産額とする｡ この生産額をふたたび投入係数に掛けて求めた列和を最

終的生産額とした｡

(２) 中間投入及び粗付加価値の推計

次に中間投入と粗付加価値の推計を行うにあたり, 鹿児島市の投入係数及び粗付加価値係数を推

計する｡ 日吉・他 [����] では, ＲＡＳ法により推計した投入係数を用いているが, 投入係数の変
化は微小である｡ よって, 今回は平成��年鹿児島県産業連関表の投入係数と粗付加価値係数をその
まま利用する｡ (１) で求めた産業別市内生産額に, 投入係数と粗付加価値係数を乗じることによ

り, 中間投入と粗付加価値を算出する｡

(３) 最終需要の推計

最終需要は, 鹿児島県産業連関表の各最終需要を分割指標により按分することで鹿児島市の各最

終需要を決定し, これに鹿児島県産業連関表の各最終需要の構成比を乗じて各産業部門に振り分け

を行う｡ ベースとなる鹿児島県の最終需要は, 推計された平成��年のデータである｡ 平成��年の最
終需要に, ｢鹿児島県県民経済計算｣ の平成��年と平成��年の割合を乗じ, 平成��年の最終需要を
推計した｡ 個別の分割指標の設定と最終需要部門の推計方法については表���のとおりである｡
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最終需要
部門名

推計方法・分割指標 参考資料

①家計外消費
支出

粗付加価値部門の行和を, 鹿児島県産業連関表の家計外消費
支出の財貨・サービス購入パターンで品目別に配分した｡

②民間消費
支出

県民経済計算の家計最終消費支出×｢国勢調査人口｣ の県と市
の割合×｢全国消費実態調査｣ 全世帯１人あたり１ヶ月の支出額
の県と市の割合の計算により求めた鹿児島市市民間消費支出を
鹿児島県産業連関表の民間消費支出の構成比で品目別に配分｡

『国勢調査』
『全国消費実
態調査』

③一般政府
消費支出

県の一般政府消費支出に歳出決算額の消費的支出 (物件費)
の県と市の割合の計算により求めた鹿児島市一般政府消費支出
を鹿児島県の構成比で品目別に配分｡

『地方財政統
計年報』
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(４) 移輸出入の推計

地域経済においては, 移輸出や移輸入は, モノやサービスが域内から流出している産業や, 域外

から所得を得ることができる産業を示す, 大変重要なデータとなる｡ また, 経済波及効果を計測す

る上でも大きな影響を与えるデータである｡

しかし, 地域における移輸出や移輸入を推計する既存の統計データが存在しないのが現状である｡

そのため, ノンサーベイ法による移輸出や移輸入の推計方法として, 朝日 [����] ではＬＱ法
(����������������������) を使用している｡ ここで, ＬＱ法の説明を行う｡
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���� ���������������
移輸出 移輸入

鹿児島市以外の鹿児島県 ��法による推計 ��法による推計
鹿児島県以外の全国及び海外

鹿児島県の (移輸出額／生産
額) の比率を鹿児島市の市内
生産額で乗じることにより産
出｡

鹿児島県の移輸入係数 (移入
額／域内需要) を鹿児島市の
市内生産額で乗じることによ
り産出｡

(出所) 著者作成

地域 ( ＝�, �) があり, 各地域にｎ部門の産業があるとする｡ また を 地域の�部門の
生産額とし, 地域 の集合を, とする｡ このとき特化係数は以下の (���) 式で示すこ
とができる｡

(���)
特化係数が１未満の産業部門は, 自給ができておらず移入により自地域の需要を補っており, １

以上であれば, その地域の産業は自地域の需要を賄った上で移出をしていると考えられる｡

そして, 地域自給率 ( ) は以下のように導出される｡

……………………………………………………

④総固定資本
形成 (民間)

鹿児島県産業連関表の総固定資本形成の県内総生産と市内総
生産の割合の計算により求めた鹿児島市総固定資本形成を鹿児
島県の構成比で品目別に配分｡

⑤総固定資本
形成 (公的)

県の総固定資本形成に歳出決算額の投資的支出�民間建設事業
費及び災害復旧事業費､ 失業対策事業費�の県と市の割合の計算
により求めた鹿児島市総固定資本形成を鹿児島県の構成比で品
目別に配分｡

『地方財政統
計年報』

⑥在庫品純増
詳細な統計資料がなかったため､ ｢事業所・企業統計調査｣ の
産業別就業者数の県と市の就業者数の割合の計算により求めた
鹿児島市在庫品純増を鹿児島県の構成比で品目別に配分｡

『事業所・企
業統計調査』

(出所) 著者作成
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また, 移出入は, 下記 (���) のバランス式からも求めることができる｡
純移輸出＝市内生産額－(中間需要＋家計外消費支出＋民間最終消費支出＋政府最終消費支出＋

総固定資本形成 (公的)＋総固定資本形成 (民間)＋在庫品純増) (���)
しかし, 表���により求めた純移輸出と (���) 式により求めた純移輸出は一致しない｡ 行バラン
スの整合性を保つために, (���) 式により求めた純移輸出を採用し, 表���のようにして求めたも
のは移出額, 輸出額, 移入額, および輸入額の比率を利用する｡

地域産業連関表の作成において, 移輸出額の推計は大変重要な意味を持つ一方, より正確な数値

を推計することが難しいとされている｡ 鹿児島県の場合は, 商品流通調査等を補完しながら推計を

行っている７｡ 独自に地域産業連関表を作成している政令指定都市では, 特別調査等を行っている

都市もあり, 鹿児島市産業連関表作成における移輸入の推計は, 今後の課題であろう｡

作成された平成��年鹿児島市産業連関表 (��部門表) は, 本論��頁より掲載している｡��� ������������� ���������
作成した産業連関表を用いて, 鹿児島市経済の実態観測的な構造分析を行う｡ この分析は, 鹿児

島市が持続可能な都市であり続けるための基礎的データとなる｡ データを読み取る際の着眼点を次

の３点に絞ることとする｡

①地域の基盤産業８は何か｡

②域外から所得を得ることができる新たな基盤産業は何か｡

③地域内の経済循環の形成は可能か｡����� ���������
図���は産業連関表からみた鹿児島市経済の循環構造を表したものである｡ これに基づき鹿児島
市の経済規模と循環を概観する｡

まず始めに供給面からみていく｡ 平成��年の鹿児島市の財・サービスの総供給は４兆�����億円

………………………
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(���)
は純自給率と解釈される｡

…………………………………………

７ 鹿児島県企画部統計課 [2005] 145頁より｡
８ 山田・徳岡 [2007] 51頁によると, 地域外からの需要を対象として, 移出品を生産する移出産業を基盤産業
(�������������), 地域住民の日常活動から派生する需要や, 移出産業から派生する需要に応じる域内産業を
非基盤産業 (�������������) としている｡
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である｡ そのうち, 市内生産額は３兆�����億円 (総供給に占める割合����％), 市外及び海外から
の移輸入は１兆���億円 (同����％) である｡ 鹿児島市の市内生産額は, 全国生産額 (���兆�����
億円) の����％, 鹿児島県生産額 (９兆�����億円, 全国比����％) の�����％に相当する規模であ鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析
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注１) ��部門表による｡ ｢財｣ は��～��, ��の ｢サービス｣ は��～��の合計である｡
注２) ｢消費｣ は, 家計外消費支出, 民間消費支出及び一般政府消費支出を言い, ｢投資｣ は, 市内総固定資本形成及び在庫純

増を言う｡
注３) 四捨五入の関係で内訳とは必ずしも一致しない｡

(出所) 本論��頁 表���より著者作成
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る｡ また, 市内生産額の投入・費用構成の内訳をみると, 生産に用いられた原材料等の中間投入は

１兆�����億円となり, 市内生産額に占める割合を示す中間投入率は����％である｡ 中間投入に占
める財とサービスの構成比を見ると, 財の投入は����％, サービスの投入は����％である｡ 一方,
粗付加価値額は２兆���億円となり, 市内生産額に占める割合を示す粗付加価値率は����％となっ
ている｡ これらのことより, 生産面において鹿児島市はサービス化が進み, 高付加価値化した経済

であるといえる｡

次に需要面をみる｡ 財・サービスの総需要額は４兆�����億円であり, うち原材料として市内で
使用される中間需要は１兆�����億円であり総需要額に対する割合は����％である｡ 移輸出などの
最終需要は３兆�����億円であり, 総需要額に対する割合は����％である｡ 最終需要の内訳は, 市
内最終需要が２兆��億円, 移輸出額が１兆�����億円となっている｡ さらに, 市内最終需要は消費
が１兆�����億円 (市内最終需要に占める割合�����), 投資が�����億円 (同���％) である｡ 最終需
要の割合が高いことや, 市内最終需要の消費が著しく高い割合を占め, 投資があまり行われていな

いことは, 鹿児島市経済が第３次産業に特化しているという特徴を裏付けている｡����� ����
鹿児島市の生産構造を分析する際に, 比較の対象として, 全国, 鹿児島県, そして九州の都市で

産業連関表を公表している福岡市と北九州市の平成��年表９を用いた｡ 福岡市は, 福岡市の産業特

性を表すために独自の産業部門を形成しており, ��部門に統合することが困難であったため, 公表
されている��部門表を用いる｡ また, 北九州市においては, 行と列の数が一致しておらず, ��部門
に統合することができなかったため, 公表されている��部門を用いた｡
鹿児島市の生産構造を生産額の産業別構成と特化係数��から見る｡
表���は全国, 鹿児島県, 鹿児島市, 福岡市, 北九州市の産業別生産額と構成比, 及び特化係数
を示したものである｡

それぞれの地域の特徴をみてみる｡ 鹿児島県は農業 (特化係数����), 林業 (����), 水産業
(����) などに著しく特化しており, 第１次産業の割合が����％と高くなっている｡ また, 製造業
については, 食料品 (����) 及び窯業・土石製品 (����) などの一部が特化している産業となって
いる｡ 福岡市は第３次産業の占める割合が�����％と著しく高いことが大きな特徴である｡ なかで
も, 商業 (����) 及び対事業所サービス (����) は特化係数が高く, また総生産額に占める割合も
上位の産業であり, 福岡市の経済を支えている産業であるといえるだろう｡ 他にも, 通信・放送

(����) も全国に比較して特化しており, 福岡市は, 高度商業集積都市としての機能を持つという
ことができる｡ 北九州市は鉄鋼 (����) 及び鉱業 (����) の特化係数が著しく高く, 重工業に特化
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―��―９ 鹿児島市は平成17年表を用いて分析しているが, 大まかな都市比較はできると判断した｡
10 特化係数とは, 産業ごとの構成比を全国の構成比で除した値であり, 特化係数が１を超えれば, その産業
は全国水準を上回っている｡ 鹿児島市の農業の特化係数は次のように算出される｡ 例：鹿児島市の農業特化
係数＝(鹿児島市農業生産額÷鹿児島市総生産額)÷(全国農業生産額÷全国総生産額)
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した都市といえる｡

表���より, 鹿児島市の生産額が高い産業は上位から, ①商業 (生産額�����億円, 構成比�����％),
②対事業所サービス (�����億円, ����％), ③医療・保健・社会保障・介護 (�����億円, ����％),
④公務 (�����億円, ����％), ⑤運輸 (�����億円, ����％) である｡ また, 特化係数が高い産業は,
上位から①公務 (����) ②医療・保険・社会保障・介護 (����) ③運輸 (����) ④食料品 (����)
⑤商業 (����) となっている｡ 鹿児島市は第３次産業に特化しているが, その中でも, 公務, 医療・
保健・社会保障・介護の特化係数が高いことが特徴的であり, 公的部門に依存している現状が伺え
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���� ������������ (単位：百万円)
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る｡ また, 鹿児島市の第２次産業の割合は�����％であるが, その約３割を食料品の生産額が占め
ており, さらに特化係数が����とやや高いことは重要な特徴である｡
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(単位：百万円)

(出所) 各市ホームページの産業連関表より著者作成
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(出所) 平成��年鹿児島県産業連関表より著者作成���� ��������

(出所) 著者作成
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(出所) 平成��年福岡市産業連関表より著者作成���� ��������

(出所) 平成��年北九州市産業連関表より著者作成
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����� �������
平成��年の鹿児島市移輸出額は１兆�����億円である｡ そのうち商業が�,���億円で全体の����％
を占めており, 次いで食料品が�,���億円 (����％), 運輸が�,���億円 (����％) となっている｡
さらに, 産業別の移輸出率��を見ると, 繊維製品 (����％), 鉄鋼 (����％), 一般機械 (����％)
などとなっている｡ 移輸出率が高い産業は, 域外から所得を得ることができる可能性がある産業で

ある｡

一方, 平成��年の鹿児島市移輸入額は１兆���億円であり, そのうち食料品が�,���億円で全体の����％を占めており, 次いで対事業所サービス�,���億円で���％, 商業�,���億円で���％となって
いる｡ さらに産業別移輸入率��でみると, 非鉄金属 (���％) が最も高く, 鉄鋼 (����％) など製
造業が高い割合を占めている｡ 移輸入率が高い産業は, 所得が域外へ流出する可能性が高い産業で

あると思われる｡

移輸出率と移輸入率の比率により, 産業を類型化してみる｡

① 市際交流型 (移輸出率, 移輸入率ともに��％以上)
繊維製品, 食料品, 窯業・土石製品など��部門が該当する｡ 移動性が高く, 域外からの影響を受
け易い産業である｡

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析

―��―11 移輸出率＝(移輸出額)÷(総生産額)
12 移輸入率＝(移輸入額)÷(域内需要額)
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(出所) 各市ホームページより著者作成
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② 移輸出型 (移輸出率が��％以上, 移輸入率が��％未満)
商業, 運輸が該当する｡ 市内の需要をまかない, 尚且つ域外から所得を得ることができる可能性

がある産業である｡

③ 市内自給型 (移輸出率, 移輸入率ともに��％未満)
公務, 教育・研究, 通信・放送など��部門が該当する｡ 移動性のない第３次産業などが含まれ,
域外からの影響を受けにくく安定しているといえる｡

④ 市外依存型 (移輸出率が��％未満, 移輸入率が��％以上)
鉱業, 石油・石炭, 非鉄金属など５部門が該当する｡ 市内生産が活発でなく, 域外からの影響を

受け易い｡
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(出所) 著者作成
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このように, 鹿児島市経済を概観してきたが, 鹿児島市の構造分析のまとめとして, 地域別生産

額や移出入額の構造を産業別にわかりやすくするために, スカイライン分析を行う｡ スカイライン

分析で使用するスカイライングラフとは, 域内最終需要, 移輸出, 移輸入が各産業に対して与える,

直接・間接の生産誘発効果を測定してグラフにしたものである｡����� ������������
図���から���の国, 鹿児島県, 鹿児島市のスカイライングラフ��を観察する｡
｢ペティ＝クラークの法則｣ に基づき産業構造をみると, 国, 鹿児島県, 鹿児島市のいずれの地

域も, 第３次産業に移行している段階であると思われる｡ また, ｢レオンチェフの命題｣ に基づく

と, 国のグラフは凹凸が少なく比較的なめらかであり, 自給率が高い比率で安定していることから,

自立していると見ることができる｡ 一方, 小地域の場合はその地域で自立するのは困難であり, 他

地域との交流が多分に考えられるため, 県と市においては凹凸のあるグラフとなった｡

スカイライングラフの小地域への応用として, 移入率や自給率に注目することで, 主に地域外と

の所得の流れを観察することができるのではないかと考え, 鹿児島市のスカイライングラフを観察

することとする｡

図���が鹿児島市のスカイライングラフである｡ グラフの高さがあり, なおかつ自給率が高い産
業は, 域外から所得を得ることができる産業であると考えられる｡ 鹿児島市では, 商業, 金融・保

険, 運輸, 対事業所サービスなどは, 自給率が高く, また生産額構成比もあるため, 鹿児島市の経

済を支える産業としての役割があるといえる｡ 中でも, マージンである商業と運輸の２部門の自給

率が���％を超えていることは, 鹿児島市が移輸出超過であることの裏づけであるだろう｡ 他に,
食料品製造業は, 移輸入率が高いため, 自給率を上げることができれば, 鹿児島市の経済を牽引で

きる産業になる可能性がある｡ 窯業・土石製品のグラフは, 生産額は少ないものの高さがあり, ま

た自給率も高い｡ 生産波及も大きい産業であるため, 鹿児島市にとって鍵となる産業である可能性

があると読み取ることができる｡ しかし, 窯業・土石製品は, コンクリート製品等を含み, 公共投

資との関連が大きいと考えられる産業である｡ よって, 産業連関分析の結果より, 窯業・土石製品

産業が鹿児島市経済を牽引することができるとは, 単純には考えにくい面があることに注意が必要

である｡

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析

―��―13 スカイライングラフの作成にあたっては, 宇多賢治郎作成 ｢���スカイライングラフ作成ツール｣ ���1�0 (2
003年２月10日更新) (��������������������������������95������������274685�����) を使用｡
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(出所) 平成��年産業連関表より著者作成���� ������������������
(出所) 平成��年鹿児島県産業連関表より著者作成
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財が生産される時, 直接生産が誘発される (直接効果) ことに加えて, その財の生産に必要な原

材料や燃料が生産される (間接効果)｡ このように, 様々な産業の生産が誘発される効果を経済波

及効果とよぶ｡ 波及効果を分析することで, 対象とする事象が地域に与えるインパクトの大きさや,

効率的な経済の活性化策を投資産業別に比較検討することができる｡

次に, イベント開催に伴う波及効果測定を例にとり, 経済効果算出の流れを示す｡

図���のとおり, 最終需要変化分である市内需要増加額を推計し (ステップ１), その推計された

最終需要変化分を産業連関表を用いて波及効果を算出する (ステップ２及び３) ３段階の作業にな

る｡

ステップ１ 市内需要額の算出

(Ⅰ) 経済効果の分類

イベント開催による経済効果は, 次の３つに分けて考える｡

① 建設関係投資額

② 主催者の運営経費

③ 来場者による消費支出

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析
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(出所) 著者作成
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(出所) 鹿児島県企画部統計課 [����] ��頁を参照し, 著者作成
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(Ⅱ) 市内需要の与え方

産業連関表を使用する前に, 市内需要の変化分を推計する｡

①市内需要増加額の推計

市内需要増加額である消費や投資を推計する｡ アンケートや決算書, ヒアリング等により推計

する｡

②産業連関表部門への格付け

①で推計された市内需要増加額を産業連関表の各部門へ格付け��する｡
③ ｢生産者価格｣ への変換

②で推計された市内需要増加額は流通コストである貨物運賃額と商業マージンが上乗せされた

購入者価格になっている｡ しかし, 産業連関表は生産者価格により作成されている｡ よって, 購

入者価格から, 貨物運賃額と商業マージンの相当額を控除した後, 各控除分を運輸と商業部門へ

加算することで, 生産者価格へ変換する｡ この過程を皮ハギと呼ぶ｡

ステップ２及び３

これより, 産業連関表を使用し, 生産波及効果を求めるが, 経済効果の範囲を次のように定める｡

① 第１次波及効果

② 第２次波及効果

第１次波及効果は, 市産品需要額 (直接効果) と, その市産品需要の産業に原材料を提供する産

業への第１次間接効果の合計である｡ 第２次波及効果は, 第１次波及効果が雇用者所得を誘発し,

この雇用者所得が家計消費に回ることによる生産誘発である｡

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析
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この２つの波及効果を算出するための均衡算出高モデルは, 次のようになる｡

(���)
(���)

：生産誘発額

：第１次生産誘発額 (直接効果＋間接第１次効果)

：第２次生産誘発額 (家計消費経由)

：市内需要増加額

：投入係数行列

：移輸入係数の対角行列

：消費転換率

…………………………………………………………

……………………………………………………

14 総務省 [2004] 部門別概念・定義・範囲を参照｡
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鹿児島市における, 具体的なイベント等を事例に, 経済効果を予測する��｡ 今回は, 篤姫館を事
例とした｡

(１) 篤姫館の概要

平成��年の���大河ドラマ ｢篤姫｣ の放映に伴い, 鹿児島市ドルフィンポート内に平成��年
１月６日より篤姫館が開館した��｡ 館内は, 御鈴廊下風エントランスに始まり, 篤姫の時代背景
や大奥の紹介, ハイビジョンシアターなど, 気軽に歴史を掘り下げることができるように構成さ

れていた｡ また, 大河ドラマの撮影で使用した衣装を実際に試着できるなど, 大河ドラマを体感

できる施設となっていた｡

開館当初は約１年間の営業予定であったが, 盛況につき, 約３ヶ月間営業が延長され, 平成��
年３月��日までの開館となった｡ さらに, 平成��年１月��日にはリニューアルされ, 新たな魅力
が加わっている｡

今回は,平成��年１月６日から平成��年３月��日の篤姫館の鹿児島市への経済効果を測定する��｡
(２) 篤姫館の経済効果算出の過程

ステップ１ 市内需要額の推計

(Ⅰ) 経済効果の分類

鹿児島市に篤姫館ができたことにより増加した市内需要を推計する｡ 市内需要は, ①篤姫館の建

設経費および運営経費と, ②篤姫館に来館した観光客が鹿児島市で行った宿泊・飲食等の消費に分

けることができる｡

(Ⅱ) 最終需要の与え方
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：民間消費支出構成比 (列ベクトル)

：雇用者所得率 (行ベクトル)

ステップ１により得られた市内需要増加額 (Δ�) は, 全てが市内で生産されてはいない｡ よって,
購入先や生産地が明らかなものについては, 自給率を１または０に調整し, その他は, 産業連関表より

求められた自給率を市内需要増加額に乗じることにより, 市産品需要増加額 ( ) が推

計される｡ こうして得られた市産品需要増加額である直接効果より, 第１次波及効果を求める｡

(���) 式により第１次生産誘発額を算出することができる｡ (ステップ２)
(���) 式により第２次生産誘発額を算出することができる｡ (ステップ３)
第１次生産誘発額及び第２次生産誘発額の合計が, 生産誘発額となる｡

15 経済波及効果の計算には, 安田秀穂作成 ｢波及さん｣ (����������012���������������������������������) を
使用した｡

16 運営は, 鹿児島市や鹿児島県, 他団体により構成されている ｢篤姫館｣ 実行委員会によるものである｡
17 産業連関表は１年間の財・サービスの流れを示すものであるため, 平成19年と20年の波及効果を各々算出す
るのが正当である｡ 今回は, 誤差は微細であると考え, １年３ヶ月分の需要増加額を基にした経済波及効果
を算出した｡
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① 篤姫館の建設及び運営のための ｢篤姫館｣ 実行委員会の支出

｢篤姫館｣ 実行委員会の決算用資料及び予算書のうち, 篤姫館の建設及び運営のための支出を各

産業部門に格付けする｡ 運営のための支出として, チケットやチラシ制作, 受付・警備・清掃等の

委託業務, イベントの経費があげられる｡

② 篤姫館に来館した観光客の宿泊・飲食等の消費

平成��年３月��日までの入館者数は���,���人であった｡ その入館者の宿泊・飲食等の消費を推
計する｡ 入館者数のうち, ����％にあたる���,���人が鹿児島市に宿泊したと推計できる｡ さらに,
宿泊客は２泊しているケースもあり, 宿泊客数に対する延べ宿泊客数は, 宿泊客数×����で求める
ことができる��｡ ここで, 延べ宿泊客数が���,���人, さらに延べ宿泊客数を含む, 延べ観光客数
が���,���人と推計される｡ この課程は表���に記載した｡
平成��年鹿児島市観光統計より, 一人あたり観光消費額を推計し, 延べ観光客数と延べ宿泊客数
を乗ずることにより, 観光消費額��を推計する｡ (表���参照) 先に求めた建設・運営経費と観光消
費額を各産業部門に格付けしたものが表���であり, 購入者価格の市内需要増加額が得られる｡ さ
らに皮ハギをすることで, 運輸マージンと商業マージンを取り除き, 生産者価格の市内需要増加額

を得られる｡
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(出所) ｢篤姫館｣ 実行委員会及び鹿児島地域経済研究所提供資料より著者作成

���� ����������������
(出所) 著者作成

18 鹿児島地域経済研究所が平成20年８月５日～８日の４日間, 面接による聞き取り方式にて無作為抽出された
入場者にアンケート調査を実施｡ 得られた321件の有効回答より推計｡

19 鹿児島市観光企画課 [2008] 15頁の年次観光消費額を参照｡
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ステップ２及び３ 第１次及び第２次波及効果の算出

第１次及び第２次波及効果を算出する｡ 市内需要増加額���������万円より, 第１次波及効果は���������万円 (うち粗付加価値生産誘発額：�������万円, 雇用者所得誘発額：�������万円), 第
２次波及効果は�������万円 (うち粗付加価値生産誘発額：�������万円, 雇用者所得誘発額：������千円) が算出され, ���������万円 (うち粗付加価値生産誘発額：�������万円, 雇用者所得
誘発額：�������万円) の総効果が算出された｡
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(出所) 著者作成
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(３) 篤姫館の経済効果について

上記プロセスにより, 篤姫館の経済効果を約���億８千万円と算出することができた｡ また, 直
接支出額���億円の約����倍の経済効果があった｡
鹿児島市の市内総生産１兆�,���億円と比較すると, 篤姫館の経済効果約���億８千万円は����％
の割合となる｡ 経済効果は, 約１年３ヶ月の期間の需要増加額を元に算出していることと算出結果

の全てが付加価値ではないことから, 付加価値である市内総生産額と単純に比較はできないが, 鹿

児島市にとって, 大きなインパクトがあったと捉えることができる｡
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(出所) 著者作成
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その要因としては, 多くの人々が訪れたことによる需要増加が主なものである｡ ��万人以上の観
光客が訪れ, そのうち約３割以上が鹿児島市に宿泊したことが, 経済効果に大きく寄与していると

いえる｡ 平成��年鹿児島県観光統計によると, 鹿児島県への観光客のうち, 宿泊客は約２割であり,
またその宿泊客のうち����％が鹿児島・桜島地区に宿泊している｡ 鹿児島県の比率と比較すると,
鹿児島市の宿泊率は高いと考えることができる｡ 鹿児島市への宿泊客の増加が, 鹿児島市経済への

経済効果の増加につながることは明白である｡

また, ���倍という高い波及効果が算出されたことについては, ２つの理由が挙げられる｡ 第１
に, 篤姫館を建設する支出が発生しているため, 公共投資としての側面があったことである｡ 逆行

列係数が����である建設部門に約�,���万円の需要が発生している｡ 第２に, 高い自給率を達成で
きたことが挙げられる｡ ｢篤姫館｣ 実行委員会により, 地元に密着した運営がなされたといえるだ

ろう｡

ＮＨＫ大河ドラマ ｢篤姫｣ により, 鹿児島県は賑やかな１年となった｡ そのような好機の中, 鹿

児島市が篤姫館を建設・運営したことは, 観光客の満足度を高めただけでなく, 鹿児島市経済にとっ

て, 大きな意義があることであった｡��� ������� ����������������
鹿児島市産業連関表を作成し, さらに以下の３点に注目して産業連関分析を行った｡ その結果よ

り鹿児島市の経済構造に関する一考察を述べる｡

①地域の基盤産業は何か｡

②域外から所得を得ることができる新たな基盤産業は何か｡

③地域内の経済循環の形成は可能か｡

鹿児島市は第３次産業が中心となっているが, 中でも公務, 医療・保健・社会保障・介護が, 産
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出額の占める割合は大きいものの, 移輸出が少ない非基盤産業であるといえる｡ そして, 基盤産業

は, 商業, 運輸, 対事業所サービスである｡ 商業, 運輸はマージンであり, 鹿児島市で多くの取引

が行われていることが分かる｡ これら第３次産業は, 鹿児島市経済を支え, また市民の雇用の礎と

なっている｡

そして, 今後, 他の地域から所得を得る可能性のある産業として窯業・土石製品がある｡ ガラス

やコンクリート, セラミック製品などの育成はこれからの課題であると考える｡ ただ, 鹿児島市に

おいては, 窯業・土石製品を扱う企業は多くなく, さらに実態を調査する必要がある｡ また, 食料

品製造業も, 自給率をより高めることができれば, 鹿児島市経済を牽引する産業となり得る｡

最後に, 地域内の経済循環の形成については, 第１次産業, 第２次産業, 第３次産業のつながり

を強化し, より市内で財やサービスが循環する仕組みを形作ることができると考える｡ 鹿児島市は,

食料品製造業と商業・運輸などの基盤は整っているため, さらに第１次産業を強化することができ

れば, 鹿児島市のなかで新しい第６次産業��の創出が可能となるといえるだろう｡ 第６次産業化の
成功例はいくつかあるが��, その多くは元来第１次産業が地域の資源として存在しており, さらに
加工・流通・販売することで付加価値を上乗せするといった状況がある｡ 鹿児島市の現状に目を向

鹿児島市産業連関表の作成と地域経済分析
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20 今村 [1997] によると, 第６次産業とは ｢農業が１次産業にとどまることなく, 食品加工 (２次産業) や販
売や情報, 観光など (３次産業) へも積極的に乗り出し, 付加価値の増大と雇用の場をそれぞれの地域に創
りだそうという提案｣ である｡ 具体的には, 農業のブランド化, 農家レストランや直売所, インターネット
直販などがある｡

21 九州内では, 長崎県大村市 ｢おおむら夢ファームシュシュ｣ や大分県大山町 ｢木の花ガルテン｣ などがあげ
られる｡
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けると, 農林水産業に特化している鹿児島県において, 鹿児島市が占める第１次産業の割合は����
％��となっている｡ このような状況において, 他地域の第６次産業化を後追いするのではなく, 鹿
児島市になじむ第６次産業を目指したい｡ 地域のコミュニティーや教育, 大学等との協働による研

究機能の強化などが, 産業バランスの調整を少しでも図ることにつながるのではないだろうか｡ 平

成��年��月の合併によって, 自然豊かな地域をも含むことになり, 鹿児島市の持つ資源の幅も増え
た｡ このような, 地域特有の資源を活用することで, 地域内で資金を循環させることができると考

える｡

このように, 鹿児島市産業連関表を作成し, 鹿児島市経済の分析と経済効果算出のシュミレーショ

ンを行った｡ 鹿児島市の産業連関表作成は, 本研究が初めての試みであり, 定量的分析の少ない鹿

児島市においては貴重なデータを作成できたと考える｡ 移輸出入のデータの精緻化などの課題はあ

るが, 今後継続して作成し得るフレームワークは形成できたと思われる｡ さらに, その枠組みを生

かして, 鹿児島市だけでなく, 他市町村の産業連関表を作成することも可能であろう｡

これからの課題として, 本研究結果を皮切りに, 鹿児島市経済に関する定量的な分析を, さらに

精緻なものへと熟成させていきたい｡ また, 現在の鹿児島市の定性的見解と併せて, 本研究が鹿児

島市の定量的分析の礎となり, さらなる ｢元気都市・かごしま｣ の政策形成に貢献できることを期

待したい｡
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